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図 1.2 住工混在のルールつくり 図 1.3 保育所の騒音による増設の反対 













してよく使われるエントロピー指標の住宅価額への影響に関して，Song & Knaap (2004)は，
戸建住宅におけるエントロピー指標が小さいほど，つまり，混合しないほど地価が高いと指
摘している．一方，Cervero & Duncan (2004)は，エントロピー指標が大きいほど地価が高い





図 1.4  混合土地利用のメリット 
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という概念に基づいている(Song et al., 2013)．既存研究で混合度の効果の測定のため使われ


















小出 (1977)と吉川 (1999)はメッシュデータを用いて土地利用の用途間の Join の数を用い
て隣接集塊性を表す指標を提案した．玉川 (1982)は，Join に加えて，同じ用途で構成されて
いる塊の数として Clump 数，隣接を生成する確率を用いたエントロピー指標を提案し，土








(a) 玉川 (1982)の Join の定義 
 
 
(b) 福島 (1994)のポリゴン型への 
Join 指標の適用 
(c) Kockelman (1997)の Dissimilarity 指標
の定義  
 
(d) Manaugh & Kreider (2013)の Intersection index 




ポリゴンデータにおける隣接の度合を表す指標として提案された Manaugh & Kreider 












ら使われている代表的な指標である．Song & Knaap (2004)は，TAZ（Traffic analysis zone）内
の商業，集合住宅，公共，工業，公園の割合を用いて地価への影響を分析した．Jacobs-Crisioni 
et al. (2014) は，異なる 2 つの用途の面積をかけることにより，用途間の相互作用の程度を
表し，携帯電話の通話の数と比較を行い，同じ場所に異なる用途を配置することは活動のレ





 ܧ݊ݐ ൌ ∑ ݌௞ln	ሺ݌௞ሻ௞ ln	ሺܭሻ  (1.1) 
ここで，݌௞は測定範囲における用途 k の面積の割合，K は用途の種類の数である．この値が
1 に近いほど用途別の構成比のバランスが取れており，より混合していると解釈できる．多
くの研究で，混合土地利用の効果を示すことが出来たが，いくつかの限界が指摘されている





















地と目的地の距離を短くして多様性のある環境を作る(Song et al., 2013)という混合土地利用
の定義からみると，近接性も土地利用の混合程度を表す指標であると言える．Lee & Moudon 
(2006)は直線とネットワーク距離の両方を用い，歩行行動の有無の関係を分析し，徒歩行動


















表 1.1 混合土地利用の効果の分析に用いられた混合度指標の分類 
先行研究 従属変数 土地利用区分 
混合度指標 
隣接性 集積性 近接性 

























































 Dissimilarity 指標 エントロピー指標  
















 エントロピー指標  





















用配置問題（Multi-site land use allocation problem, MLUA）は，一般的に異なる土地利用用途
を複数の場所に配置する問題である(Aerts, Eisinger, Heuvelink, & Stewart, 2003)． 
用途間の関係を考慮する際に，考慮された空間関係を見ると，まず，隣接している空間に
着目した研究が多く見られる．Aerts, Eisinger, Heuvelink, & Stewart (2003)は，グリッドパタ
ーンにおける同じ用途間の連続性とコンパクト性（Compactness）に着目して，線形計画問
題により定式化を行い，空間の大きさと目的関数の形態による性能に関する考察を行った．




一定距離以内の空間を考慮する例として，Stewart & Janssen (2014)は，ポリゴンベースの
空間において，同用途間のコンパクト性を高める土地利用パターンを求めた．Masoomi, 





























表 1.2 土地利用配置モデルの比較 
先行研究 考慮用途数 適用空間 空間関係 評価基準 




























 隣接関係  同用途間のコンパクト性 



















 AHP 法による 単一評価基
準 
 正・負における対象関係有 































本論文は以下の全 7 章で構成される． 
第 1 章では，上述の研究の背景と目的，既存研究のレビュー等について記述する． 






















2001 年と 2011 年の東京区部の土地利用データを用い，地区・用途地域単位で詳細なスケー
ルでの土地利用変化を分析する．用途地域によるその変化の違いを考察することにより，土
地利用規制と土地利用変化の関係を明らかにし，その変化を評価する． 





























































混合度指標は，隣接性，集積性，近接性の 3 つの空間関係に分類できた．その 3 つの区分に
従い，用途間の分布を定量的に表すため，本研究では，隣接性（同・異用途間の隣接の程度），
集積性（一定距離内にある同・異用途の量），近接性（異用途間の距離）の 3 の関係におけ








































度は以下のようになる．但し，ݔ௜௟ ൌ 1のとき，݌ݎ݋ݔ௜௟は定義しない．  
 ݌ݎ݋ݔ௜௟ ൌ 1݀௜௟௠௜௡
 (2.3) 
































































ここで，T は空間内のセルの数，ܰܥ௜はセル i の隣接セルの集合，N はܰܥ௜に属しているセ







2.2 節で定義した 3 つの混合度指標の性質について考察を行うため，グリッド空間上に仮
想の土地利用パターンを作成して分析を行う．グリッド空間は 5×5 の 25 セルで構成されて
いるトーラス型の空間である．図 2.3 の赤い枠はセル 1 から距離の算出の際に考慮される
セルの範囲である．セルの間の距離はマンハッタン距離で定義され，隣接集合（ܰܥ௜）はノ
イマン近傍を用いる．(2.8)から(2.10)における A は 2ܦሺܦ ൅ 1ሻであり，N は 4 となり，D は
2 と設定して分析を行う． 
 




土地利用パターンから考察を行う．2 つの種類の用途で構成されるパターンの数は C (p, q)




表 2.1 は，考慮される指標によって区別されるパターンの数を表している．構成比が 15:10
である場合，ܣ݆݀ଵଶのみ考慮すると，15 個のパターンのみ区別できるが，用途 1 からみた用
途 2 の 3 つの混合度指標を同時に考慮すると 372 個のパターンが区別されることが見られ







表 2.1 考慮する指標による区別される土地利用パターンの数 
Proportion 
Category1:2 
①ܣ݆݀ଵଶ ②ܫ݊ݐଵଶ ③ܲݎ݋ݔଵଶ ①×②×③ 12 指標 
23:2 2 2 5 5 5 
21:4 5 7 19 56 68 
19:6 8 11 19 174 300 
17:8 11 14 13 320 854 
15:10 15 18 9 372 1689 
13:12 15 18 6 347 2266 
 3 つの指標の間の関係 
図 2.4，図 2.5，図 2.6 は，生成されたパターンにおける指標間の関係と土地利用パター
ンの例を表しいている．3 つの指標間の相関関係はあるが，パターンの種類が多くなるほど
相関係数は小さくなり，異なる情報を持つ指標であることが分かる． 
具体的に土地利用パターンによる指標の変化を見るため，図 2.7 に 3 つの指標の値に該
当する用途 1 と２の構成比が 17:8 の時の土地利用パターンを表している． 
 
 
 1 2 3 4  
 
    
 
   □：用途 1，■：用途 2 
ܣ݆݀ଵଶ 0.080 0.160 0.160 0.100  
ܫ݊ݐଵଶ 0.120 0.120 0.160 0.120  
ܲݎ݋ݔଵଶ 0.543 0.573 0.733 0.587  












































 1 2 3 4 5 
 
     
□：用途 1，■：用途 2 
ܣ݆݀ଵଶ 0.120 0.320 0.320 0.320 0.260 
ܫ݊ݐଵଶ 0.173 0.207 0.233 0.213 0.260 
ܲݎ݋ݔଵଶ 0.540 0.660 0.660 0.620 0.680 




 1 2 3 4 5 
 
     
□：用途 1，■：用途 2 
ܣ݆݀ଵଶ 0.120 0.320 0.320 0.320 0.260 
ܫ݊ݐଵଶ 0.173 0.207 0.233 0.213 0.260 
ܲݎ݋ݔଵଶ 0.540 0.660 0.660 0.620 0.680 




































































































図 2.7  土地利用パターンの変化による指標の変化 































































(a) (b) (c) 






































































































図 2.9 用途別構成比による指標値の分布 
 
 






















る．一定規模の敷地数の確保のため，用途別の敷地数が 10 以下の小ゾーンは除き，249 ゾ
ーンを対象とする． 







分割しておき，分割されたポリゴンを j の集合とする．次に，分割する前のポリゴン i の重


































になると主張している(OECD, 2012)．表 2.2 は，OECD (2012)がコンパクトシティの指標と
して提案している指標であり，徒歩圏内（例えば，半径 500m 以内）に公共交通があるか，
ローカルサービスへアクセス可能か，公園があるのかなどを重要な指標として挙げている． 
表 2.2 Core compact city indicators 








1. Population and urban land 
growth 
Annual growth rate of population and urban land 
within a metropolitan area 
2. Population density on urban 
land 
Population over the surface of urban land within a 
metropolitan area 
3. Retrofitting existing urban 
land 
Share of urban development that occurs on 
existing urban land rather than on greenfield land 
4. Intensive use of buildings Vacancy rates of housing and offices 
5. Housing form Share of multi-family houses in total housing units 
6. Trip distance Average trip distance for commuting/all trips 
7. Urban land cover Share of urban land in a metropolitan area 
Urban areas 
linked by public 
transport 
systems 
8. Trips using public transport Share of trips using public transport (for 
commuting/for all trips) in total trips 
9. Proximity to public transport Share of population (and/or employment) within 
walking distance (e.g. 500 metres) of public 




10. Matching jobs and homes Balance between jobs and homes at the 
neighbourhood scale 
11. Matching local services and 
homes 
Balance between local services and homes at the 
neighbourhood scale 
12. Proximity to local services  Share of population within walking distance 
(e.g. 500 metres) of local services 
13. Trips on foot and by bicycle Share of trips on foot and by bicycle (for 
commuting/for all trips) in total trips 
Indicators 




Environmental 14. Public space and green areas Share of population within walking distance 
(e.g. 500 metres) of green space accessible to the 
public 
15. Transport energy use Transport energy consumption per capita 
16. Residential energy use Residential energy consumption per capita 
Social 17. Affordability Share of household expenditure on housing and 
transport in total household expenditure 
Economic 18. Public service Expenditure on maintaining urban infrastructure 


















ーンの用途構成比を用いた K-means クラスタ分析により，12 クラスタに分類し，その中で
住宅中心の A1 と A2，副都心として A3，住工混在地域として A4 を選択し，各クラスタか
ら地区を 2 つずつ選んだ．各クラスタの分布と用途別の構成比を図 2.12 と図 2.13 に表し
ている． 





















































図 2.12 用途別構成比による地域の分類 































































図 2.15 代表地区における土地利用パターンの比較（1-a，1-b） 
 




図 2.16 標準化した混合度の比較（1-a，1-b） 
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図 2.17 代表地区における土地利用パターンの比較（2-a，2-b） 
 




図 2.18 標準化した混合度の比較（2-a，2-b） 
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図 2.19 代表地区における土地利用パターンの比較（3-a，3-b） 
 




図 2.20 標準化した混合度の比較（3-a，3-b） 
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図 2.21 代表地区における土地利用パターンの比較（4-a，4-b） 
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の正方形の一辺の長さで除した値を用いる．用途 k からみた用途 l の隣接性（ܣ݆݀௞௟）
は，0～無限大の範囲を持つ．但し，グリッドパターンにおいては，0～ݎ௞（ここで，
ݎ௞：測定対象空間の面積における用途 k 割合）の範囲を持つ．ܣ݆݀௞௟が 0 であれば，用
途 k と l が隣接していないことを意味し，ܣ݆݀௞௟が大きくなるほど用途 k の中で用途 l
がばらばらに分布しているパターンとなる．  
 集積性は，影響範囲内の用途別の量を表すために，基準となる地点から一定範囲内の
用途別割合を用いる．用途 k からみた用途 l の集積性（ܫ݊ݐ௞௟）は，0～ݎ௞の範囲を持つ．
ܫ݊ݐ௞௟が 0 であれば，用途 k から影響範囲内に用途 l が存在しないことで，空間的に完
全に分離されているパターンである．用途 k と l の面積の構成比が一定である場合，
ܫ݊ݐ௞௟が大きくなるほど大きさが均等な複数の塊を持つパターンとなる． 
 最後に，近接性は，空間内の分散の程度・行きやすさを考慮するための重心間の距離
の逆数を用いる指標である．用途 k からみた用途 l の近接性（ܲݎ݋ݔ௞௟）は，0～無限大
の範囲を持つ．但し，セルのサイズが 1 であるグリッドパターンにおいては，0～ݎ௞の
範囲を持つ．ܲݎ݋ݔ௞௟が 0 であれば，対象空間内に用途 k が存在しないパターンであり，
















































する．	 ݓ௞௟஺ௗ௝，ݓ௞௟ூ௡௧，ݓ௞௟௉௥௢௫は，それぞれ用途 k が l と隣接，集積，近接による混合に対して
持つ評価基準であり，その値が正であれば，その混合度が大きければ大きいほど土地利用パ
ターンの評価値が高く，負であれば，その混合度が小さければ小さいほど良いパターン評価
値が低いことを意味する．このように設定すると，用途の数が u であるとき 3ݑଶ個の目的関
数を持つ多目的問題として考えることができる． 
 Max	 	 ݓ௞௟஺ௗ௝ܣ݆݀௞௟ (3.1) 
 Max	 	 ݓ௞௟ூ௡௧ܫ݊ݐ௞௟ (3.2) 
 Max	 	 ݓ௞௟௉௥௢௫ܲݎ݋ݔ௞௟ (3.3) 








きないことが弱点として指摘されている(Mohammadi, Nastaran, & Sahebgharani 2016) 
Stewart, Janssen, & van Herwijnen (2004)は，重み付き総和による解の場合，ある目的関数は
良く満たされる反面，ある目的関数についてはあまり満たされない問題があると指摘して
いる．そこで，彼らは一般化された goal programming method 手法である reference point 手法
を用いている．Reference point 手法の特徴は，得られた解はパレート最適であるということ
である(Stewart & Janssen 2014)． 












3 つの混合度指標における目的関数をݏଵ, ݏଶ, ݏଷ, ⋯, ݏோ (R=3ݑଶ)とし，それに対する評価
基準をݓଵ, ݓଶ, ݓଷ, ⋯, ݓோとすると以下のように書くことが可能である． 
 Min෍|ݓ௥| ൤ݏ௥
∗ െ ݏ௥












ൌ ௞ܰ (3.7) 
ここで， 
ݔ௜௞ ൌ ቊ1	 	 	 	 	 セル݅の用途が݇の場合0	 	 	 	 	 それ以外の用途場合	 	   
௞ܰは用途 k のセルの数，ݏ௥∗はݏ௥の理想の値，ݏ௥ି はݏ௥の最も悪い値で，例えばݓ௥が正であれ
ば，ݏ௥の最大値がݏ௥∗であり，最小値がݏ௥ି である．	 ߛは目的関数の違反が大きくなることに対
するペナルティーであり(Li & Parrott 2016)，Stewart (1991)の結果に基づき，ここでは ߛ ൌ 4
と設定した．土地利用配置モデルの適用のため，第 2 章の仮想空間の土地利用パターンで用
いた空間と同様にトーラス構造を持つグリッド空間を用い，空間の大きさ化 7×7 とする． 
 Reference point の設定 
Reference point 手法を用いる際に，Reference point（ݏ௥∗，ݏ௥ି ）はパラメータとして与えられ
る．Reference point は実行可能な領域内・外のいずれかに設定することが可能である(Deb & 
Sundar 2006)． 
マンハッタン距離に基づいてセル間の距離が定義される場合，一つのセルにおける隣接
しているセルの数は最大 4 であり，影響範囲 D 内のセルの数は2ܦሺܦ ൅ 1ሻである．ܣ݆݀௞௟の
最大値は，用途が k で全てのセルが 4 つの用途が l であるセルと隣接しているときの値であ
り，最小値は用途が l であるセルと隣接していないときの値である．同様に，ܫ݊ݐ௞௟の最大値
は影響範囲 D 内の全てのセルの用途が l であるときの値であり，用途が l であるセルがない
ときの値が最小値である．ܲݎ݋ݔ௞௟の場合，基準セル以外における最寄の用途 l までの距離を
用いるため，用途が k である全てのセルの隣に用途が l のセルがある場合，ܲݎ݋ݔ௞௟は最大で
ある．用途 k のセルから最寄の用途 l のセルまでの距離がmax௜ஷ௝ ݀௜௝であるとܲݎ݋ݔ௞௟は最小の値





表 3.1 Reference point の設定 
 最大値 最小値 
ݓ௞௟>0 ݓ௞௟<0 
ݏ௥∗ ݏ௥ି  ݏ௥∗ ݏ௥ି  
ܣ݆݀௞௟ ௞ܰܶ  0 
௞ܰ
ܶ  0 0 
௞ܰ
ܶ  
ܫ݊ݐ௞௟ ௞ܰܶ  0 
௞ܰ
ܶ  0 0 
௞ܰ
ܶ  





















例が見られる(玉川 2000; Slager & de Vries 2013)． 
① 初期パターンの設定：用途別のセルの数に基づき，ランダムで各セルに用途を配置し，
初期パターンとする（ܺ௅ை）． 
② 代案パターンの生成：初期パターンからランダムで 2 つのセルを選択し，そのセルの
用途を相互交換したパターンを代案パターンとする．初期パターンから n-1 個 の代
案パターンを生成する． 
























































考慮するため，設定する全ての評価基準の種類は 78,732 となる． 
ܹ஺ௗ௝
ൌ ൭
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ൅1 െ1/0/൅1





	 	 	 	 	 	 	 0	 	 	 	 	 	 	 െ1/0/൅1







トーラス型のグリッド空間を用いる．空間の大きさは 7×7 とし，3 種類の用途別の数は用途
W が 25 個，用途 B と G がそれぞれ 12 個あるパターンについて考察を行う． 
次に，影響範囲については D=2 と D=3 の 2 つの影響範囲について分析を行う．マンハッ
タン距離によりセルの間の距離を定義しており，D が 3 より大きくなると，任意の 2 つのセ
ルの間の距離が 2 つになる問題がある．図 3.2 を見ると，݀ଵଶは 3 である一方，݀ଵଶᇱは 5 と
なり，D=4 であれば，同じセルが異なる距離においてダブルカウントされる．同じセルが異




た．図 3.3 は， n を 10，M を 4 と設定したとき，全ての評価基準における反復回数 200 回
ごとの目的関数の減少率の分布を表している．600 回以後の減少率はほぼ 0 であり，目的関





図 3.2  D によるセル間の距離 
 
(a) D=2 (b) D=3 
図 3.3  反復回数による目的関数の値の変化 
 結果パターンの Class 区分 
モデルの結果パターンについて特徴を見るため，指標の値により類型化を行う．D=2 と
D=3 の結果パターンを合わせた 157,464 パターンについて，各指標の平均と標準偏差に基づ
き，Class1（<平均-0.5 標準偏差），Class2（≥平均-0.5 標準偏差＆<平均），Class3（≥平均＆<
平均+0.5 標準偏差），Class4（≥平均+0.5 標準偏差）の 4 つの Class に区分する．但し，同じ























用途のペアを考慮すると，隣接性，集積性，近接性により，64 個の Class に区分することが
出来る．例えば，ある結果パターンがC122ௐ஻として分類されたら，ܣ݆݀ௐ஻は Class1，ܫ݊ݐௐ஻
は Class2，ܲݎ݋ݔௐ஻は Class2 であるパターンを意味する．表 3.2 は，W と B の間，用途 B 同
士の指標における Class の分類基準値と Class ごとの結果パターンの割合を表しており，図 
3.4 は指標値の分布を表している． 
 








Class1 Class2 Class3 Class4 Class1 Class2 Class3 Class4 
ܣ݆݀୛୆ 0.068 0.090 0.113 33.9% 17.0% 19.9% 29.2% 36.4% 19.0% 20.0% 24.6% 
ܫ݊ݐ୛୆ 0.105 0.114 0.123 31.4% 19.6% 15.3% 33.8% 33.7% 19.9% 14.9% 31.5% 
ܲݎ݋ݔ୛୆ 0.337 0.368 0.398 32.2% 18.0% 17.5% 32.3% 34.4% 18.1% 18.8% 28.7% 
ܣ݆݀୆୆ 0.072 0.097 0.121 33.4% 16.5% 17.2% 32.9% 27.8% 13.8% 17.1% 41.3% 
ܫ݊ݐ୆୆ 0.061 0.069 0.078 33.7% 18.1% 14.0% 34.2% 37.6% 14.7% 12.5% 35.2% 
ܲݎ݋ݔ୆୆ 0.198 0.216 0.235 22.7% 15.8% 23.3% 38.2% 21.3% 14.1% 22.2% 42.4% 
ܣ݆݀ୋ୆ 0.039 0.058 0.077 32.7% 17.3% 18.0% 32.0% 35.9% 18.3% 16.1% 29.7% 
ܫ݊ݐୋ୆ 0.054 0.061 0.069 33.5% 16.6% 17.1% 32.8% 27.8% 13.8% 17.2% 41.2% 
ܲݎ݋ݔୋ୆ 0.162 0.184 0.206 36.3% 13.9% 16.9% 32.9% 34.6% 12.8% 15.0% 37.6% 
 



















































ݓ௞௟ூ௡௧，ݓ௞௟௉௥௢௫を事前に与える必要がある．この評価基準は適合性(Cao et al., 2012; Mohammadi 
et al., 2016)や依存性(Masoomi et al., 2013)という概念として適用されてきた．その値を設定す





と B の関係に注目し，表 3.3 の基準を満たす評価基準集合を対象として土地利用パターン
の特徴について述べていく．例えば W1 は用途 W と B の間の混合度指標における評価基準




表 3.3 対象評価基準の一覧  
区分 W1 W2 W3 W4 W5 W6 
ݓௐ஻஺ௗ௝ +1 0 −1 −1 −1 −1 
ݓௐ஻ூ௡௧  +1 +1 +1 −1 −1 +1 
ݓௐ஻௉௥௢௫ +1 +1 +1 −1 +1 −1 
合計 2,916 2,916 2,916 2,916 2,916 2,916 
 
各評価基準集合における共通的なパターンの特徴を見るため，各評価基準集合と全体評
価基準集合における用途 W と B の間の指標と用途 B 同士の指標による Class 別の構成比を




表 3.4 全体と該当評価基準集合における構成比による Class の Type 区分 
区分 全体評価基準集合 該当評価基準集合 
Type1 割合が大きい上位 5 つの Class 該当評価基準集合における構成比が
5%以上であり，全体評価基準集合にお
ける構成比より大きい． 
Type2 上位 5 つの Class ではない 






表 3.4 と表 3.5 は，それぞれ用途 W と B の間の指標による Class 別の構成比，用途 B 同
士の指標による Class 別の構成比である．但し，6 つの全ての評価基準の集合において Type4
に該当する Class は除いて表している．	 ݓௐ஻ூ௡௧とݓௐ஻௉௥௢௫が正である W1，W2，W3 における
Class の Type と，3 つの指標の中で 2 以上の評価基準が負である W4，W5，W6 における
Class の Type は逆の傾向を示している．また，図 3.5 と図 3.6 は，各評価基準の集合におい
て上位 5 つの Class において用途 W と B の間の評価基準以外に Class の違いに最も関係の
ある評価基準とそれによる Class 別の割合を表している．Class の違いに最も関係がある評
価基準については，指定した 6 個の評価基準を除いた 21 個において評価基準の値（−1/0/+1）
と上位 5 つの Class のクロス集計に対する߯ଶ検定の結果，有意確率（p）が最も小さい評価
基準を選んだ．それぞれの各評価基準集合と結果パターンの特徴について述べていく． 
 
表 3.5 用途 W と B の間の混合度指標による結果パターンの Class の区分 
(%) 全体 
W1(+/+/+) W2(0/+/+) W3(-/+/+) W4(-/-/-) W5(-/-/+) W6(-/+/-) 
D=2 D=3 D=2 D=3 D=2 D=3 D=2 D=3 D=2 D=3 D=2 D=3 
C111 21.40 0.00 0.00 0.03 0.00 0.03 0.03 89.03 91.84 11.66 11.69 18.79 30.62 
C112 3.20 0.00 0.00 0.00 0.21 0.00 0.24 0.00 0.14 17.90 23.15 1.17 0.21 
C113 0.62 0.00 0.00 0.03 0.34 0.00 0.31 0.00 0.00 5.32 5.56 0.03 0.00 
C121 3.38 0.00 0.00 0.00 0.31 0.00 0.34 6.45 5.21 1.85 0.93 21.36 25.72 
C122 2.09 0.00 0.00 0.07 0.89 0.14 0.99 0.03 0.07 11.73 7.41 2.71 0.34 
C131 1.19 0.00 0.00 0.00 0.34 0.00 0.17 0.07 0.14 0.17 0.03 12.59 15.57 
C141 0.91 0.00 0.00 0.00 2.19 0.00 2.33 0.00 0.00 0.00 0.00 7.27 10.36 
C212 1.44 0.00 0.00 0.00 0.00 0.07 0.00 0.07 0.00 4.66 6.76 1.71 0.07 
C213 0.86 0.00 0.00 0.10 0.03 0.14 0.07 0.00 0.00 3.57 5.18 0.14 0.00 
C221 1.73 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 2.19 0.86 0.07 0.07 14.33 8.44 
C222 2.32 0.00 0.00 0.45 0.55 0.24 0.41 0.07 0.07 5.93 7.41 5.21 1.10 
C223 1.92 0.00 0.00 0.99 0.79 1.37 1.37 0.00 0.00 7.20 11.39 0.07 0.00 
C243 2.51 0.00 0.00 2.43 9.95 2.81 16.67 0.00 0.00 3.22 0.99 0.07 0.00 
C244 1.37 0.00 0.00 5.80 9.71 7.99 13.17 0.00 0.00 0.03 0.00 0.00 0.00 
C334 1.11 1.89 0.79 3.19 1.20 5.01 1.85 0.00 0.00 0.58 0.82 0.00 0.00 
C343 1.39 0.27 2.09 1.37 5.01 1.95 5.45 0.00 0.00 0.51 0.21 0.00 0.00 
C344 6.06 5.32 10.46 26.06 31.62 46.54 34.71 0.00 0.00 0.14 0.00 0.00 0.00 
C434 3.58 6.58 1.17 4.15 0.17 1.41 0.00 0.00 0.00 0.17 0.45 0.00 0.00 
C444 16.35 84.53 82.92 45.68 22.43 20.34 3.33 0.00 0.00 0.10 0.00 0.00 0.00 
Type1~3 の
小計 




図 3.5 用途 W と B の Class の違いに影響が大きい評価基準と Class の関係（D=2） 
 
図 3.6 用途 W と B の Class の違いに影響が大きい評価基準と Class の関係（D=3） 
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表 3.6 用途 B 同士の混合度指標による結果パターンの Class の区分 
(%) 全体 
W1 W2 W3 W4 W5 W6 
D=2 D=3 D=2 D=3 D=2 D=3 D=2 D=3 D=2 D=3 D=2 D=3 
C111 14.29 31.41 50.41 23.18 19.65 12.72 13.10 0.31 0.48 3.19 3.09 1.68 1.27 
C112 3.28 8.98 9.50 9.43 3.19 5.76 4.29 0.00 0.00 0.38 0.38 1.85 0.75 
C113 1.93 11.42 3.84 8.33 2.37 8.98 2.30 0.00 0.00 0.27 0.10 0.48 0.17 
C121 5.02 15.33 2.64 3.22 0.34 2.37 0.31 0.55 0.86 4.39 4.25 1.34 0.89 
C213 3.53 4.22 10.60 5.14 10.46 9.22 9.12 0.03 0.03 0.89 1.13 2.57 3.57 
C214 2.01 8.47 6.72 9.02 5.21 11.15 4.49 0.00 0.00 0.34 0.82 2.43 0.14 
C314 3.86 0.72 8.61 12.89 12.07 14.64 11.97 0.00 0.00 1.41 2.13 6.89 5.28 
C343 2.52 0.00 0.00 0.00 0.07 0.00 0.03 5.18 4.49 1.85 2.02 1.30 0.79 
C414 3.62 0.00 0.00 5.49 22.46 7.48 25.65 0.03 1.20 0.24 1.54 2.47 14.20 
C424 2.70 0.00 0.00 2.91 5.80 6.72 4.70 0.31 0.55 1.61 7.00 2.43 8.02 
C434 3.37 0.00 0.00 2.57 5.21 5.32 7.92 3.33 3.26 3.43 5.93 6.55 11.08 
C443 5.24 0.00 0.00 0.21 0.14 0.10 0.03 9.57 9.53 13.07 11.73 6.31 5.01 
C444 20.65 0.00 0.00 0.03 1.34 0.93 3.64 62.89 65.26 23.05 24.04 28.05 31.62 
Type1~3 の
小計 






図 3.7 用途 B 同士の Class の違いに影響が大きい評価基準と Class の関係（D=2） 
 
図 3.8 用途 B 同士の Class の違いに影響が大きい評価基準と Class の関係（D=3） 
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表 3.7 用途 G と W の間の混合度指標による結果パターンの Class の区分 
(%) 全体 W1 W2 W3 W4 W5 W6 D=2 D=3 D=2 D=3 D=2 D=3 D=2 D=3 D=2 D=3 D=2 D=3 
C111 19.2423.59 24.01 22.87 22.19 22.53 21.60 12.14 11.52 21.81 20.10 19.58 17.04
C112 2.95 5.56 6.76 5.62 5.01 4.15 4.80 0.86 0.27 1.13 1.51 1.34 3.53
C131 2.41 3.26 4.22 2.40 4.63 1.95 5.52 0.38 2.57 1.99 2.13 0.45 3.36
C243 2.82 2.33 2.85 1.17 3.16 1.27 2.33 0.62 3.74 2.09 6.76 0.34 0.82
C344 4.72 1.71 0.45 4.87 3.33 5.04 4.80 8.98 10.32 3.74 5.97 6.52 8.44
C424 2.59 6.89 5.28 6.00 6.93 6.52 6.34 0.03 0.03 0.72 1.47 2.54 4.77
C434 4.34 8.26 1.58 10.19 5.04 8.61 4.84 1.75 0.93 3.70 2.64 10.46 7.82
C444 16.82 2.23 5.49 7.85 9.36 9.57 9.88 29.94 27.23 22.67 20.20 22.22 19.72
Type1~3 の
小計 48.25 43.55 57.41 51.85 56.41 57.78 53.67 50.27 53.05 57.17 60.12 56.55 
 
図 3.9 用途 G と B の Class の違いに影響が大きい評価基準と Class の関係（D=2） 
 
図 3.10 用途 G と B の Class の違いに影響が大きい評価基準と Class の関係（D=3） 
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(1) W1 のパターンの特徴 
用途 W と B において両方の影響範囲におけるC444୆୛，D=2 の時のC434୆୛，D=3 の時の
C344୆୛が Type1 に分類され，C444୆୛が W1 によるパターンの 80%を占めている．用途 B
同士の混合度による Class の分布を見ると，C111୆୆が Type1 として分類され，半分程度を占
めている．その特徴を見ると，ܣ݆݀୛୆，ܫ݊ݐ୛୆，ܲݎ݋ݔ୛୆が同時に大きくするため用途 B が空
間全体に分散しているパターンが現れる． 
用途 B が塊を形成して分散して分布しているC112୆୆，C214୆୆が Type2 として分類され，
全体と比べて W1 で見られる特徴であり，特にݓ୆୆஺ௗ௝が正の値を持つと多く現れる．そのと
き，影響範囲が広いほど塊が大きくなり，D=3 の結果パターンにおける結果パターンから
は，用途 B 間の隣接性と近接性が両方大きいC314஻஻の割合が大きい一方，D=2 の結果でか
らは近接性のみC113୆୆の割合が大きい．図 3.11 は D=2 の結果パターンがC113୆୆の評価基
準に対して，D=3 の結果パターンの Class 別の割合と指標の値を表している．C213୆୆の割合




但し，図 3.7 を見ると D=2 の結果からは用途 B が隣接せずに集まって分布するパターン
（C121୆୆）が表れている．図 3.12 は D=3 の結果パターンがC111୆୆の評価基準に対して，




用途 G について見ると，用途 W と B が隣接しているため，用途 G と B の間の混合にお
いてはC111ୋ୆が多く現れる．主にݓ୆ୋ஺ௗ௝が正であるとき用途 B に隣接して全体に分散して分
布しているC424ୋ୆，C434ୋ୆が結果パターンとして出る． 
図 3.11 影響範囲による結果パターンの Class の違いと指標値の比較 






















割合 int_wb_d2 int_wb_d3 adj_bb_d2 adj_bb_d3の 該当Classの 該当Classのの
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図 3.12 影響範囲による結果パターンの Class の違いと指標値の比較 
（D=3 のC111୆୆，ݓ୆୆஺ௗ௝ ൌ 0） 
 
表 3.8 Class 別の結果パターンの比較（W1） 
 
 
(2) W2 のパターンの特徴 
W2 の場合の用途 W と B の混合度の指標による Class の分布を見ると，Type1 としては，
C444୆୛，C344୆୛が分類され，用途 W が用途 B に隣接するより，用途 W 同士の順化された
塊を形成する方の評価値が高いため，	 C344୆୛の割合が W1 より大きく，	 C244୆୛ が Type2
として分類される．用途 B 同士の指標による Class の分布を見ると，ܣ݆݀୆୆とܲݎ݋ݔ୆୆の Class
がܫ݊ݐ୆୆の Class より大きいパターン Type1 と 2 に分類され，特にC314୆୛が両方の影響範囲


























割合 adj_12_d3 adj_12_d2 int_12_d3 int_12_d2の 該当Classの 該当Classのの
*ClassBB ClassGB 該当ClassWBにおける構成比，**該当重み集合におけるClassWBの割合
ClassWB D=2 D=3
C112 C424 29.03%* C112 C434 16.13% C113 C424 12.26% C112 C444 10.16% C111 C424 9.51% C111 C414 7.21%
C344
5.3%**
C111 C334 21.88% C121 C434 20.31% C111 C434 10.94%
C434
6.6%








での塊が小さい傾向が見られる．図 3.13 は D=3 ではC414୆୛のパターンが結果パターンと











図 3.13 影響範囲による結果パターンの Class の違いと指標値の比較（D=3 のC414ௐ஻） 
 
 















































割合 C414のInt12WB 該当ClassのInt12 C414のAdj11WB 該当Classのadj11の の
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表 3.9 Class 別の結果パターンの比較（W2） 
 
 
(3) W3 のパターンの特徴 
W3 の場合，両方の影響範囲において，ݓ୛୆஺ௗ௝が負であるためC344ௐ஻が最も多く現れる．
用途Ｂ同士の Class を見ると，W2 と同様にܣ݆݀୆୆とܲݎ݋ݔ୆୆が大きく，ܫ݊ݐ୆୆は小さい Class が




ܣ݆݀୆୆とܲݎ݋ݔ୆୆の Class が 3 以上の割合が W2 に比べて大きいことから，用途 B よりまと




C414 C112 10.69% C414 C243 7.59% C212 C312 5.52%
C243
2.4%**
C214 C344 11.83%* C314 C344 11.83% C314 C244 8.28% C414 C112 12.37% C414 C243 10.60% C414 C222 8.83%
C244
5.8%
C111 C412 15.07% C111 C434 9.59% C424 C111 8.90%
C343
1.4%
C314 C112 10.92% C434 C111 8.03% C424 C111 7.76% C434 C111 13.34% C414 C111 12.80% C424 C111 12.36%
C344
26.1%
C414 C111 8.86% C111 C434 6.16% C324 C111 5.33% C111 C424 7.65% C111 C322 6.88% C314 C111 6.88%
C444
45.7%
*ClassBB ClassGB 該当ClassWBにおける構成比，**該当重み集合におけるClassWBの割合 用途W 用途B 用途G
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ーンとしてC314୆୆が 40％以上を占めている．そのとき	 ܫ݊ݐ୛୆を見ると，D=3 の時のC414୆୆
におけるܫ݊ݐ୛୆の平均値との差はあまりない．すなわち，同じレベルのܫ݊ݐ୛୆において，影響










C434 C111 10.91% C414 C112 8.23% C444 C111 7.61%
C243
2.8%**
C214 C344 11.16%* C314 C344 6.01% C314 C334 5.58% C414 C112 11.72% C434 C111 9.38% C444 C111 9.11%
C244
8.0%
C111 C444 15.75% C111 C434 14.38% C113 C444 12.33%
C334
5.0%
C111 C412 15.72% C111 C444 7.55% C424 C111 6.92%
C343
2.0%
C424 C111 13.04% C434 C111 10.32% C414 C111 5.16% C434 C111 13.34% C414 C131 12.25% C414 C111 9.88%
C344
46.5%
C414 C111 14.50% C113 C333 6.24% C314 C111 5.56%
C444
20.3%




図 3.15 影響範囲による結果パターンの Class の違いと指標値の比較（D=3 のC414஻஻） 
 
(4) W4 のパターンの特徴 
W4 は，用途 W と B の間の全ての指標による混合が負の影響を持つため，両方の影響範
囲においてC111୛୆とC444୆୆それぞれ約 90%と 60%を占めている．表 3.11 におけるそのパ
ターンの特徴を見ると，用途 B 同士が一つの塊を形成しており，用途 G が用途 B を囲んで
緩衝地帯の役割をしているパターンが多く現れている．但し，ݓ୆ୋ௉௥௢௫が負であるときには，
C121୛୆が結果パターンとして出る場合が見られる．その分布を見ると，用途 B がコンパク
































割合 int_wb_d2 int_wb_d3 adj_bb_d2 adj_bb_d3の 該当Classの 該当Classのの
ClassWB D=2 D=3
C444 C444 9.78%* C444 C344 8.20% C444 C111 7.24% C444 C444 9.52% C444 C111 8.92% C444 C344 8.85%
C111**
89.0%
C444 C111 52.13% C444 C211 21.28% C443 C312 10.64% C444 C111 40.79% C444 C211 21.05% C443 C312 17.76%
C121
6.4%
*ClassBB ClassGB 該当ClassWBにおける構成比，**該当重み集合におけるClassWBの割合 用途W 用途B 用途G
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(5) W5 のパターンの特徴 
W5 の結果パターンにおける用途 B 同士の Class の分布を見ると，ݓ୛୆஺ௗ௝とݓ୛୆ூ௡௧が負である
ため，用途 B が塊を形成することにより，用途 W と B が分離されているC444୆୆とC443୆୆
の割合が大きい．塊を形成しながらܲݎ݋ݔ୛୆を大きくするパターンとして，一部の用途 B が
塊から離れているC443୆୆が見られる．	 ݓ୆ୋ௉௥௢௫が負ではない場合，表 3.12 のC112୆୆の中で用
途 Gの中で用途 B が散在しているパターンも W5 を満たせるパターンとして多く見られる．
表 3.5 と表 3.6 における Type1～3 に含まれる結果パターンの割合が小さく，指定の 3 つの
評価基準以外の評価基準により，多様なパターンが現れると言える． 
 
(6) W6 のパターンの特徴 
W6 では，両方の影響範囲においてC121୛୆が Type1 と分類され，C131୛୆，C141୛୆のよ
うにܫ݊ݐ୛୆のみ大きいパターンが Type2 として現れている．用途 B 同士における Class の分
布を見ると，用途 B が一つのコンパクトな塊を形成しているC444୆୆と細長い塊を形成して
いるC314୆୆が Type1 として分類された． 
D=3 の時には，用途 B が複数の塊を形成する傾向があるC414୆୆が多く現れ，そのパター
ンの特徴を見ると，コンパクトな用途 B の塊を用途 G が囲んでいることが読み取れる．図 
3.16，図 3.17 は，D=3 の結果におけるݓ୛୆஺ௗ௝が負ではないときの用途 B 同士の Class 別の
ܫ݊ݐ୛୆，ܣ݆݀୛୆の分布を表している．用途 B 同士の集積性が小さいほど，ܫ݊ݐ୛୆は大きくܣ݆݀୛୆
は小さい傾向が見られる．一方，同じパターンについて D=2 としたときのܫ݊ݐ୛୆の値の分布





は異なり，用途 W から影響範囲内に含まれない用途 B はなく，影響範囲が狭い場合にも用
途 W と B の隣接を抑えながらܫ݊ݐ୛୆を大きくすることが可能パターンである． 

















C233 C444 8.24%* C443 C233 7.85% C444 C111 5.94% C233 C444 6.81% C121 C444 6.67% C444 C111 6.52%
C112
17.9%**
C314 C344 14.84% C443 C132 12.90% C443 C232 11.61% C443 C132 20.37% C433 C243 10.49% C443 C122 5.56%
C113
5.3%
C444 C111 38.30% C443 C213 7.60% C443 C122 5.85% C444 C111 42.13% C342 C311 7.41% C444 C221 4.17%
C122
11.7%
C434 C141 10.66% C444 C111 7.11% C111 C444 6.60%
C212
4.7%
C433 C243 9.27% C214 C444 8.61% C333 C243 5.96%
C213
3.6%
C444 C111 20.81% C324 C231 5.20% C433 C232 5.20% C444 C111 32.87% C433 C232 5.56% C342 C311 4.17%
C222
5.9%
C444 C111 24.76% C324 C344 12.38% C423 C233 10.00% C444 C111 42.47% C324 C344 7.23% C434 C232 4.52%
C223
7.2%
*ClassBB ClassGB 該当ClassWBにおける構成比，**該当重み集合におけるClassWBの割合 用途W 用途B 用途G
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C224 C444 8.76% C324 C444 8.03% C444 C111 8.03% C414 C344 8.85% C223 C444 5.49% C444 C112 4.93%
C111
18.8%
C444 C111 23.92% C443 C311 4.82% C443 C312 4.49% C444 C111 18.67% C414 C344 6.13% C414 C444 6.13%
C121
21.4%
C444 C111 24.80% C313 C444 5.45% C314 C444 4.63% C444 C111 29.07% C443 C312 7.05% C444 C112 6.61%
C131
12.6%
C314 C434 23.11% C112 C434 9.91% C314 C424 9.91% C314 C434 20.53% C414 C424 15.23% C414 C434 8.94%
C141
7.3%
C444 C111 26.32% C434 C232 14.35% C444 C222 12.92% C414 C244 27.24% C444 C111 22.36% C434 C131 6.50%
C221
14.3%
C444 C111 11.18% C333 C222 4.61% C334 C232 4.61%
C222
5.2%




図 3.16 影響範囲による用途 B 同士の Class 別のܫ݊ݐ୛୆の分布 
 
 

























C444 C434 C424 C414 C314
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表 3.14 6 つの評価基準別の土地利用パターンの特徴のまとめ 
基準 ݓௐ஻஺ௗ௝ ݓௐ஻ூ௡௧  ݓௐ஻௉௥௢௫ 結果パターンの特徴 
W1 +1 +1 +1  少数の用途（B）が多数の用途（W）の中で分散して分布する 
 ݓ୆୆஺ௗ௝が正の値である場合，用途 B の小さい塊が形成され，影
響範囲が広いほど塊が大きい． 







W2 0 +1 +1  用途 B が複数の塊を形成して分散しており，W1 に比べて塊
が大きい． 
 影響範囲が広いほど塊が大きいパターンが現れ，用途 W 同士
















W4 −1 −1 −1  用途 B が純化された大きい塊を形成する． 
 第三の用途（G）においてݓୋ୆௉௥௢௫が負ではない場合，用途 G が
用途 B を囲んで緩衝地帯としての役割をしているパターンが
現れる． 
 ݓୋ୆௉௥௢௫が負であり，用途 G が他の用途から嫌われる場合，それ
ぞれの用途が純化した塊を形成する． 
 
D=2, ݓୋ୆௉௥௢௫ ് െ1 
 
D=2，ݓୋ୆௉௥௢௫ ൌ െ1 
W5 −1 −1 +1  用途 B が純化された大きい塊を形成している中で，一部の用
途 B が塊と離れて配置されるパターンが多く現れる． 




D=2, ݓୋ୆௉௥௢௫ ൌ െ1 
 
D=2, ݓୋ୆௉௥௢௫ ് െ1 
W6 −1 +1 −1  ݓୋ୆௉௥௢௫が負である場合，用途 B に純化した塊を形成する． 
 ݓୋ୆௉௥௢௫が負ではない場合，影響範囲に関係なく，細長い用途 B
の塊を形成し，その周辺に用途 G を緩衝地帯として配置する． 
 影響範囲が広い場合のみ，複数の用途 B を配置し，その周辺
に用途 G を緩衝地帯として配置する．  
 






















その際に評価基準は 3.4 節と同様に，正の関係，考慮しない，負の関係の 3 つのみに区分
し，正や負の関係の程度の差は考慮しないこととする．また，2 つの計画理論で共通的に記
述がある住宅（R），商業（C），公共（P），公園（G）の 4 つの用途間の関係のみに限定する．
例えば，近隣住区の場合，“They can at least be distributed among two or three districts, only by 
shops, thus reducing their contact with residence to a minimum(Perry, 1929, p 76)”と記述されてお
り，住宅と商業の隣接は最小とし，複数の商業用途のみによる地区（district）を形成するこ
とが望ましいと解釈でき，ݓୖେ஺ௗ௝は負，ݓେେ஺ௗ௝とݓୖେூ௡௧，ݓୖେ௉௥௢௫は正の値を持つと設定した（NE4）．
このように，近隣住区，ニューアーバニズムの 3 つの計画理論に基づいた評価基準を表 3.15




表 3.15 近隣住区における土地利用ガイドライン 
土地利用に関する記述 ݓ௞௟஺ௗ௝ ݓ௞௟ூ௡௧ ݓ௞௟௉௥௢௫ 
NE1 “Sites for the school and other institutions having service spheres 
coinciding with the limits of the unit should be suitably grouped about 




NE2 “One or more shopping districts, adequate for the population to be 
served, should be laid out in the circumference of the unit, preferably 
at traffic junctions and adjacent to similar districts of adjoining 
neighborhoods” (Perry, 1929, p 35). 
CP− CP− CP− 
NE3 “A dispersal of open spaces has several advantages. It makes it 
possible to put each main space in the center of a block and surround 





NE4 “The implications which follow are obviously that (1) Small shops 
belong within the neighborhood unit, and they (2) should be bunched 
rather than miscellaneously scattered throughout the unit area. 
Assembling them in one district is probably impracticable, but they 
can at least be distributed among two or three districts, only by shops, 
thus reducing their contact with residence to a minimum” (Perry, 





NE4 (Diagram) Single use block of residential use (Perry, 1929, p 88) RR+   
 
表 3.16 ニューアーバニズムにおける土地利用ガイドライン 
土地利用に関する記述 ݓ௞௟஺ௗ௝ ݓ௞௟ூ௡௧ ݓ௞௟௉௥௢௫ 





NU2 “Many activities of daily living should occur within walking distance, 
allowing independence to those who do not drive, especially the 





NU3 “Concentrations of civic, institutional, and commercial activity 
should be embedded in neighborhoods and districts, not isolated in 
remote, single-use complexes.” 
 CP+  
NU4 “A range of parks, from tot-lots and village greens to ball fields and 
community gardens, should be distributed within neighborhoods.” 
  RG+ 
CG+ 
PG+ 





表 3.17  3 つの計画理論に基づいた混合度評価基準 
 k R    C    G    P    
 l R C G P R C G P R C G P R C G P 
近隣住区 
ݓ௞௟஺ௗ௝ 1 −1 1 0 −1 1 0 −1 1 0 0 0 0 −1 0 1 
ݓ௞௟ூ௡௧ 0 1 0 0 1 0 0 −1 0 0 0 0 0 −1 0 0 




ݓ௞௟஺ௗ௝ 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 
ݓ௞௟ூ௡௧ 0 1 1 1 1 0 0 1 1 0 0 0 1 1 0 0 





を行う．モデルの適用空間を 10×10 の空間を用いることとし，近隣住区の概念図を図 3.19
のように 100 個のセルに区分して， 道路を除いた各セルの中で面積の割合が最も大きい用
途をセルの代表用途とした．その結果に基づき，用途別のセルの数は，住宅 77 セル，商業
8 セル，公園 9 セル，公共 6 セルとする． 
近隣住区は 160ac（約 0.65km2） を基本的な地区の面積としているため，一つのセルの面
積は約 6,475.0m2 であり，一遍の長さは約 80m となる．集積性において，学区を基準として




図 3.18 近隣住区の概念図 図 3.19  ラスタ化した概念図 
出典：Perry (1929)  






である．近隣住区の代表的な特徴として以下の 4 つが挙げられる． 
 中心部に集中した学校と公共施設（NE1） 
 分散した公園（NE3） 











表 3.18 計画理論の評価基準に基づいた結果パターン 
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 ݀௜௟௠௜௡ ൌ min௝|௫೔ೕ ݀௜௝ (2.4)   
 
































東京区部における全用途間の混合度は，隣接性，集積性はそれぞれ 16 通り，近接性は 12
通りあり，その平均と標準偏差は表 4.1 の通りである．空間的な違いを把握するために，図 































表 4.1 混合度指標の記述統計 
 ܣ݆݀௞௟ ܫ݊ݐ௞௟ ܲݎ݋ݔ௞௟ 
 Mean SD Mean SD Mean SD 
P-P .0456 .0742 .0152 .0269 - - 
P-C .0271 .0327 .0109 .0107 .0016 .0007 
P-R .0771 .0582 .0317 .0178 .0019 .0008 
P-I .0079 .0094 .0034 .0032 .0012 .0005 
C-P .0169 .0224 .0114 .0113 .0022 .0018 
C-C .0894 .1189 .0265 .0412 - - 
C-R .1214 .0568 .0341 .0141 .0057 .0038 
C-I .0219 .0211 .0047 .0043 .0031 .0026 
R-P .0489 .0277 .0322 .0169 .0059 .0024 
R-C .1653 .0698 .0340 .0145 .0129 .0054 
R-R .5482 .3578 .1601 .1024 - - 
R-I .0634 .0561 .0126 .0101 .0087 .0043 
I-P .0048 .0091 .0034 .0032 .0006 .0005 
I-C .0225 .0251 .0046 .0044 .0015 .0013 
I-R .0452 .0428 .0126 .0105 .0018 .0017 







































































































































































































































































































































































の関係を明らかにする．3 つの指標毎に因子分析を行い，結果として各 4 因子が抽出された





の区分ができない部分が多い．ある 2 つの用途間（用途 k と l）の混合度において，一つの
用途のみ基準とした値を見ているのではなく，両方の用途からの指標（用途 k から用途 l，























表 4.2 隣接性パターン行列 表 4.3 集積性パターン行列 表 4.4 近接性パターン行列 
  因子Ⅰ 因子Ⅱ 因子Ⅲ 因子Ⅳ 
工業 
混合 
P-I .780 .091 -.146 .338 
C-I .584 .425 .143 -.281 
R-I .693 -.341 .287 -.111 
I-P .662 .008 -.157 .178 
I-C .664 .197 -.012 -.220 
I-R .810 -.292 .248 -.142 




P-C .024 .828 .052 .379 
C-P -.092 .835 .099 .126 
C-C -.197 .808 .123 -.186 
R-R -.337 -.605 .233 .216 
住商 
混合 
C-R .000 .403 .877 .054 
R-C -.041 -.047 .906 .187 
住公混合
公共隣接 
P-P .030 .260 -.050 .481 
P-R -.034 -.070 .170 .846 
R-P -.041 -.199 .322 .659 
寄与率（％） 27.8 21.2 16.4 10.1 
 
  因子Ⅰ 因子Ⅱ 因子Ⅲ 因子Ⅳ 
工業 
混合 
P-I .906 .184 -.122 .164 
C-I .660 .129 .129 -.467 
R-I .794 -.335 .125 .064 
I-P .934 .126 -.096 .112 
I-C .733 .132 .053 -.391 
I-R .815 -.323 .092 .054 




P-P .011 .567 -.100 .362 
P-C -.021 .921 .136 -.038 
C-P -.076 .880 .200 -.141 
R-R -.308 -.537 .195 .462 
住商 
混合 
C-R -.005 .085 .962 .038 
R-C .020 .050 .942 .115 
住公混合
商業排除 
P-R -.054 .116 .150 .862 
C-C -.259 .511 .068 -.601 
R-P -.090 .014 .255 .822 
寄与率（％） 35.7 23.5 14.3 9.8 
 
  因子Ⅰ 因子Ⅱ 因子Ⅲ 因子Ⅳ 
工業から 
近接性 
I-P .976 -.106 .039 -.065 
I-R .972 .096 .013 .025 
I-C .960 -.033 -.017 .121 
住宅から 
近接性 
R-C -.065 1.003 .007 .098 
R-P -.143 .911 .073 -.149 
R-I .505 .727 -.005 -.044 
公共から 
近接性 
P-R -.121 .154 .957 -.063 
P-C -.129 -.083 .920 .183 
P-I .321 -.032 .882 -.026 
商業から 
近接性 
C-R -.010 .155 .025 1.008 
C-I .198 -.044 -.024 .926 
C-P -.148 -.168 .075 .886 













図 4.10 因子得点からみた３指標の空間分布と得点区間別の面積割合 
0 8 164
Km以下-1.0 -0.9 - -0.5 -0.4 - 0.0 0.1 - 0.5 0.6 - 1.0 以上1.1 No data














































































分析により，12 類型に分類した結果が図 4.11 である．図 4.12 は因子得点による 12 個クラ
スタを用途別の割合によって 3 つに分け，各因子得点の平均値を比較したものであり（ゾー




































図 4.12 クラスタ毎の用途別割合及び因子得点の比較 
 
 
表 4.5 混合度による類型別のゾーンの数と面積 
 
地域 ゾーン数 面積割合（%） 
B1 住宅間隣接した純化地域 70 31.1 
B2 住宅中心の隣接・集積・近接による商業混合地域 37 13.4 
B3 隣接・集積による住商公混合地域 18 6.4 
B4 住宅中心の工業分離地域 39 19.5 
B5 隣接・集積・近接による住工混合地域 24 10.6 
B6 住工分離・工業集積地域 15 8.8 
B7 隣接・集積による住商工混合地域 13 3.0 
B8 隣接・集積による商公住混合地域 5 1.5 
B9 隣接・集積による商公混合地域 6 0.9 
B10 商業中心の隣接・集積による住商公混合地域 11 3.1 
B11 商業による純化地域 10 1.4 












Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
隣接性 集積性 近接性





Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
隣接性 集積性 近接性
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図 4.15 各類型別の代表地区の例（B1～B3） 
  
図 4.16 B1 の純化した住宅地（奥沢５丁目） 図 4.17  B1 の道路上に集積している商業
用途（奥沢５丁目） 
  
図 4.18 B2 の点的に分布している商業用途（丸山２丁目） 










B5 は，隣接性と集積性の第Ⅰ因子の値が 4 つの工業系パターンの中で最も高い．葛飾区
の宝町・立石・四つ木地区の例を見ると，住宅地の中に多くの工業用途が点的に分散してい
ることが読み取れ，「隣接・集積・近接による住工混合地域」と呼ぶ．図 4.19 構成比から見

















図 4.20 工業系パターンの因子得点の比較 
 
  
5.9% 7.9% 11.5% 6.5%
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B4 B5 B6 B7
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B4 住宅中心の工業分離地域 B5 隣接・集積・近接による住工混合地域 
豊島・堀船（北区）（北区） 宝町・立石・四つ木（葛飾区） 
  




図 4.21  各類型別の代表地区の例（B4～B7） 
  
図 4.22 B4 の分離されている工業用途（流
通センター，北区豊島 4 丁目） 
図 4.23 B4 の純化している住宅地 
（北区豊島 6 丁目） 
  
図 4.24 B5 の点的に分布している工業用途 
（葛飾区宝町 1 丁目） 
図 4.25 B7 の住宅地内点滴に分布している
商業・工業用途（荒川区東日暮里 6 丁目） 
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B8 B9 B10 B11
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B8 隣接・集積による商公住混合地域 B9 隣接・集積による商公混合地域 
本郷・湯島（文京区） 芝大門・浜松町（港区） 
  




図 4.28  各類型別の代表地区の例（B8～B11） 
  
  
図 4.29 B10 の地区内の商業用途 
（渋谷区猿楽町） 


















正井 (1968)は，1960 年の東京都土地利用現況図から 1km メッシュ毎の用途別構成比に基
づき，メッシュ毎の土地利用をある用途で代表させることではなく，土地利用の組合せの形
で分類を行った．具体的な手順は以下の通りである． 
第一に，用途別の構成比から，地区の 2/3 以上の面積を占める土地利用種目（A），1/3 か





（極度混在地区）に分類し，図 4.31 のように 17 区部に分類した． 
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による面積を 1 としたときの用途別の構成比を求め，以下の基準に従って分類した． 
① A に該当する用途がある場合：住宅・商業・工業・公共という地区 
② B に 2 つの用途が現れる場合：住宅・商業，住宅・公共，商業・公共，工業・公共地区 
③ B に 1 つの用途が現れる場合：住宅・商業・工業・公共をそれぞれ主体とした混在地区 
④ A，B に該当する用途がない場合：混在地区 






「住宅を主とした混在」と分類された地区は，8 種類に細分され，B4 と B5 に分類された










表 4.6 正井（1968）の手法による区分と混合度指標による区分のクロス集計 
混合度 
正井 
B1 B2 B3 B4 B5 B6 B7 B8 B9 B10 B11 B12 合計 
1 住宅 62 28  8         98 
2 商業           9  9 
3 住宅・商業    1  1 1   4   7 
4 住宅・公共   2  1        3 
5 商業・公共         3 1  1 5 
6 住宅を主とした混在 7 9 16 30 22 6 6   2   98 
7 商業を主とした混在      2 6 3 3 4 1  19 
8 工業を主とした混在     1 2       3 
9 公共を主とした混在 1     4  2     7 





(a) 正井 (1968)の手法による分類結果 (b) 混合度指標による分類結果 














































① 昭和 55 年以前の老朽木造建築物棟数率 30％以上  
② 住宅戸数密度 55 世帯／ha 以上  
③ 補正不燃領域率 60％未満 
 
図 4.33 木造住宅密集地域の分布 
出典：東京都都市整備局 (2016, p. 1-9) 
 
図 4.34 は，混合度による分類と木造住宅密集地区を重ね合わせたものである．表 4.7 を
見ると，全体の木造住宅密集地区の 37%は B1 の「住宅間隣接した純化地域」であり，その
次に，23%は B2 の「住宅中心の隣接・集積・近接による商業混合地域」である．住宅と工












図 4.34 木造住宅密集地区分布と混合度による地域分類 
 





B1 住宅間隣接した純化地域 201 42.7 37.4% 
B2 住宅中心の隣接・集積・近接による商業混合地域 172 26.5 23.2% 
B3 隣接・集積による住商公混合地域 22 2.9 2.5% 
B4 住宅中心の工業分離地域 117 22.4 19.7% 
B5 隣接・集積・近接による住工混合地域 76 14.1 12.3% 
B6 住工分離・工業集積地域 8 2.3 2.0% 
B7 隣接・集積による住商工混合地域 26 3.1 2.7% 
B8 隣接・集積による商公住混合地域 1 0.1 0.1% 























第 4 章では，隣接性・集積性・近接性の 3 つの指標を用い，用途間の空間関係を考慮する
ことでより詳細な土地利用パターンの定量化を行った．そのため，東京区部を対象として
2011 年度の土地利用データを用い，住宅，商業，工業，公共の 4 つの用途に着目し，最小
単位である土地利用ポリゴン単位で混合度測定を行った．その測定値を小ゾーン単位で集





























































る C）空間混合度モデルの 3 つの地価推定モデルについて，空間的自己相関を考慮する
























近隣環境や土地利用の効果を評価のため，多くの先行研究(Cervero & Duncan, 2004; Guo et al., 









し，住宅用途は，1,147 地点（地価公示：864 地点，都道府県地価：283 地点），商業用途は


















 ܧ݊ݐ ൌ ∑ ݌௞ln	ሺ݌௞ሻ௞ ln	ሺܭሻ   
݌௞は地価の測定地点から半径 D 以内の用途 k の面積の割合，ここで K は 6 である．図 5.2
は Ent の測定結果である． 
 
図 5.1 東京区部における地価分布（等量 6 区分） 
 











Ent 0.606 0.609 
݅݊ݐ௉ 0.030 0.097 
݅݊ݐ஼  0.103 0.021 
݅݊ݐோ 0.568 0.526 
݅݊ݐூ 0.013 0.006 
݅݊ݐீ  0.002 0.011 
図 5.3 Ent と集積度の比較の例 
 
区部の西側で Ent の値が小さいが，集積度の分布では Ent の値が同じであっても用途別の
割合は異なることが見られる．図 5.3 の地点 A と B を例としてみると，Ent はそれぞれ 0.606










表 5.1 住宅用途の地価測定地点における混合度間の相関関係 
 公共用途 商業用途 住宅用途 公園 
݆ܽ݀  ݅݊ݐ  ݌ݎ݋ݔ ݆ܽ݀  ݅݊ݐ   ݆ܽ݀  ݅݊ݐ  ݌ݎ݋ݔ  ݆ܽ݀  ݅݊ݐ  ݌ݎ݋ݔ  
݆ܽ݀   .073 .524  .283 .672 .365 .666 .098 .158
݅݊ݐ  .073  .068 .283  .185 .365 .445 .098 .198















表 5.2 変数の記述統計 
変数 住宅用途 商業用途 
 平均 標準偏差 平均 標準偏差 
地価(自然対数，円/m2) 12.991 .430 13.88 .957 
地積(m2) 222.9 259.1 395.5 973.3 
構造ダミー(SRC)(0:その他, 1: SRC 構造) .048 .214 .336 .472 
構造ダミー(RC)(0:その他, 1: RC 構造) .185 .388 .341 .474 
容積率(%) 220.1 113.6 503.6 186.2 
前面道路幅員(4 段階区分) 2.323 .781 2.869 .921 
最寄駅までの道路距離(km) .725 .475 .333 .330 
東京駅までの鉄道移動距離(km） 12.464 4.211 8.27 4.44 
道路率(%,半径 500m 以内) 19.271 3.336 24.35 6.94 
エントロピー指標(Ent) .713 .084 .649 .139 
公共 
隣接度 (݆ܽ݀௉)   .107 .360 .120 .367 
集積度 (݅݊ݐ௉)   .090 .057 .092 .062 
近接度 (݌ݎ݋ݔ௉)   .016 .016 .019 .015 
商業 
隣接度 (݆ܽ݀஼)   .494 .727 1.008 1.086 
集積度 (݅݊ݐ஼)   .090 .057 .214 .126 
近接度 (݌ݎ݋ݔ஼)   .037 .026 ・ ・ 
住宅 隣接度 (݆ܽ݀ோ)   1.482 1.106 1.029 1.046 
集積度 (݅݊ݐோ)   .442 .117 .287 .182 
 近接度 (݌ݎ݋ݔோ)   ・ ・ .052 .041 
工業 
隣接度 (݆ܽ݀ூ)   .138 .372 .155 .437 
集積度 (݅݊ݐூ)   .033 .035 .035 .039 
近接度 (݌ݎ݋ݔூ)   .023 .020 .026 .024 
公園 
隣接度 (݆ܽ݀ீ)   .010 .120 .005 .076 
集積度 (݅݊ݐீ)   .027 .044 .023 .038 
近接度 (݌ݎ݋ݔீ)   .005 .004 .005 .005 






ベースモデル（モデル A），モデル A にエントロピー指標を加えたエントロピーモデル
（モデル B），モデル A に空間混合度指標を加えた空間混合度モデル（モデル C）の 3 つの
モデルを用いて地価を推定し，その結果を比較する．まず，混合度変数の投入によるモデル
の適合度の変化を見るため，モデル A とモデル B，C を比較する．次に，モデル B と C の
比較を行い，既存の Ent と比べ，混合度を空間関係の観点から細分した 3 つの指標が土地利
用混合度と地価の関係をどれだけ良く説明できるかを明らかにする． 
地価推定の時よく使われている関数形の選定において，独立変数が 0 の値を持つ場合，変
数の対数変換が困難であるがゆえに，linear-linear と log-linear の関数による推定結果を比較
した（表 5.3）．その結果，より適合度が良い log-linear の関数を用いることとする． 
地価データは地理座標を持った空間データであるため，一般的な最小二乗法（OLS）を用
いた推定結果はデータにおける空間依存性によるバイアスを持つ可能性がある(LeSage & 
Pace, 2009)．従って，OLS による推定を行い，Moran’s I 統計とラグランジュ乗数検定を実施
した．表 5.4 の lag と error のラグランジュ乗数が両方 0.1％有意であることから従属変数及
び残差の両方に空間依存性が確認された．  
 
表 5.3  関数系によるモデルの適合度（AIC）の比較 
区分 モデル A モデル B モデル C 
住宅用途 
linear-linear 31,186.7 31,181.2 30,532.1 
log-linear 475.8 442.1 -277.5 
商業用途 
linear-linear 27,776.5 27,672.8 27,742.0 
log-linear 1,351.3 1,215.5 995.1 
 
 
表 5.4  OLS による推定の適合度と空間自己相関の検定 
区分 
住宅用途（Cutdist=1,500m） 商業用途（Cutdist=2,000m） 
A B C A B C 
Moran's I (error) 0.66 0.65 0.43 0.49 0.43 0.26 
Lagrange Multiplier (lag) 2431.58 2369.63 1241.55 911.81 720.62 330.71 
Robust LM (lag) 227.39 240.36 364.57 119.31 122.49 90.48 
Lagrange Multiplier (error) 2591.08 2529.34 1121.15 1217.26 955.60 353.53 
Robust LM (error) 386.89 400.07 244.17 424.76 357.47 113.30 






た 3 つのモデルは，以下のように定義される． 
 モデル A：ܲ ൌ ߙ ൅ ߩܹܲ ൅ ߚܺ ൅ ݑ (5.1) 
 モデル B：ܲ ൌ ߙ ൅ ߩܹܲ ൅ ߚܺ ൅ ߛܧ ൅ ݑ (5.2) 
 モデル C：ܲ ൌ ߙ ൅ ߩܹܲ ൅ ߚܺ ൅ ߜܯ ൅ ݑ (5.3) 
           ݑ ൌ ߣܹݑ ൅ ߳  (5.4) 
ここで，n は観測点の数，m と o はそれぞれコントロール変数の数，空間混合度変数の数，
P は n×1 の観測地点の地価の自然対数ベクトル，α は定数項，X，E，M は，それぞれ n×m
のコントロール変数，n×1 のエントロピー指標，n×o の空間混合度指標ベクトル，β，δ はそ
れぞれ m×1，o×1 の回帰係数ベクトル，ߛは Ent の回帰係数である．W は n×n の空間重み行
列，u は n×1 の空間的な依存性のある誤差項，ρ と λ はそれぞれ従属変数と残差の自己回帰










 ܿ௜௝ ൌ 1 ݀௜௝
⁄
∑ 1 ݀௜௝⁄௝
,  ݀௜௝ ൑ ܥݑݐ݀݅ݏݐ	 ൫さもなくば 0൯ (5.6) 
モデルの推定は Geodaspace を用い，一般化モーメント法（GMM）に従って行う．その際，







(1) ベースモデル（モデル A） 
表 5.5 のコントロール変数のみを考慮したモデル A の推定結果によれば，推定値と実測
地の相関を表す疑似決定係数（Pseudo R2），空間疑似決定係数（Spatial Pseudo R2）がそれぞ
れ 0.904 と 0.210 である．従属変数における空間ラグの考慮において，疑似決定係数は実測
値に基づいた推定値を用い，空間疑似決定係数は独立変数によって推定された値を用いる．
変数の分布の仮定しない GMM（Generalized method of moments）による推定を行っているた
め，AIC などによる適合度の判断ができず，相対的な適合度の比較は空間疑似決定係数を用









(2) エントロピーモデル（モデル B） 
そこで，エントロピーモデルを用いて，まず Ent を考慮して推定を行うと，空間疑似決定
係数は 0.293 となり，A より高い適合度が得られる．Ent は地価と負の関係を表し，Song & 




(3) 空間混合度モデル（モデル C） 
そこで，さらに空間混合度モデルによる推定結果を見ると，空間疑似決定係数は 0.752 と
なり，モデル B より推定結果が大幅に改善されることがわかる（表 5.5）．14 個の混合度指




とき，空間的な効果を含んだ効果はߚሺ1 െ ߩሻିଵである(Kim, Phipps, & Anselin, 2003)．ここで，
ߩは表 5.5 の従属変数における自己回帰パラメータである．表 5.6 の値は，ߚሺ1 െ ߩሻିଵに各
指標の平均値を掛けた値であり，絶対値が大きい順で並べたものである．住宅，商業の集積


















































定数項 .545 .319 * .856 .323 *** 1.986 .315 *** 
地積（対数） .000 .000 *** .000 .000 *** .000 .000 *** 
構造ダミー（RC） .047 .012 *** .048 .012 *** .040 .011 *** 
構造ダミー（SRC） .179 .022 *** .173 .022 *** .167 .021 *** 
容積率 .001 .000 *** .001 .000 *** .001 .000 *** 
前面道路幅員 .047 .005 *** .047 .005 *** .051 .005 *** 
最寄駅までの道路距離 -.096 .011 *** -.092 .011 *** -.079 .010 *** 
東京駅までの鉄道移動距離 .012 .002 *** .010 .002 *** .006 .002 *** 
道路率 .000 .000 ** .000 .000 ** .000 .000 * 
エントロピー指標（Ent）     -.233 .057 ***     
公共 
隣接度_ (݆ܽ݀௉)         -.016 .012   
集積度_ (݅݊ݐ௉)         .291 .095 *** 
近接度_ (݌ݎ݋ݔ௉)         .476 .264 * 
商業 
隣接度_ (݆ܽ݀஼)         .033 .007 *** 
集積度_ (݅݊ݐ஼)         .843 .126 *** 
近接度_ (݌ݎ݋ݔ஼)         -.898 .206 *** 
住宅 
隣接度_ (݆ܽ݀ோ)         -.016 .004 *** 
集積度_ (݅݊ݐோ)         .391 .069 *** 
工業 
隣接度_ (݆ܽ݀ூ)         .004 .014   
集積度_ (݅݊ݐூ)         -.409 .162 ** 
近接度_ (݌ݎ݋ݔூ)         -1.007 .262 *** 
公園 
隣接度_ (݆ܽ݀ீ)         .052 .031 * 
集積度_ (݅݊ݐீ)         .242 .117 ** 
近接度_ (݌ݎ݋ݔீ)         -1.734 .916 * 
自己回帰パラメータ_従属変数 (ρ) .933 .022 *** .923 .022 *** .812 .023 *** 
自己回帰パラメータ_残差 (λ) .203 .061 *** .186 .063 *** .175 .062 *** 
疑似決定係数 .904    .906    .919    
空間疑似決定係数 .210    .293    .752    







表 5.6 比例変数の弾力性（モデル C） 
指標    
集積度_住宅 (݅݊ݐோ) 0.919 近接度_工業 (݌ݎ݋ݔூ) -0.123 
容積率 0.678 地積 0.094 
東京駅までの鉄道移動距離 0.412 
隣接度_商業 (݆ܽ݀஼) 0.086 
集積度_工業 (݅݊ݐூ) -0.073 
集積度_商業 (݅݊ݐ஼) 0.402 近接度_公園 (݌ݎ݋ݔீ) -0.045 
最寄駅までの道路距離 -0.307 近接度_公共 (݌ݎ݋ݔ௉) 0.041 
近接度_商業 (݌ݎ݋ݔ஼) -0.175 集積度_公園 (݅݊ݐீ) 0.035 
集積度_公共 (݅݊ݐ௉) 0.140 道路率 -0.003 
隣接度_住宅 (݆ܽ݀ோ) -0.126 隣接度_公園 (݆ܽ݀ீ) 0.003 
 
図 5.4 は 3 つのモデルによる推定結果における残差を表している．モデル A の残差とモ

























































定数項 4.885 .933 *** 6.192 .885 *** 5.691 .880 *** 
地積（対数） .000 .000 *** .000 .000 *** .000 .000 *** 
構造ダミー（RC） -.035 .029   -.030 .029   -.040 .029   
構造ダミー（SRC） .141 .035 *** .146 .035 *** .104 .035 *** 
容積率 .003 .000 *** .003 .000 *** .002 .000 *** 
前面道路幅員 .005 .013   .008 .013   .003 .013   
最寄駅までの道路距離 -.345 .044 *** -.336 .043 *** -.294 .044 *** 
東京駅までの鉄道移動距離 .011 .010   .001 .009   .016 .009 * 
道路率 -.499 .340   -1.110 .338 *** -1.485 .435 *** 
エントロピー指標（Ent）     -.777 .127 ***     
公共 
隣接度_ (݆ܽ݀௉)         .020 .038   
集積度_ (݅݊ݐ௉)         -.226 .347  
近接度_ (݌ݎ݋ݔ௉)         -2.619 .907 *** 
商業 
隣接度_ (݆ܽ݀஼)         .000 .013  
集積度_ (݅݊ݐ஼)         .920 .384 ** 
住宅 
隣接度_ (݆ܽ݀ோ)         -.023 .017  
集積度_ (݅݊ݐோ)         -.112 .304  
近接度_ (݌ݎ݋ݔோ)       -1.265 .355 *** 
工業 
隣接度_ (݆ܽ݀ூ)         -.023 .038  
集積度_ (݅݊ݐூ)         -.204 .541  
近接度_ (݌ݎ݋ݔூ)         -.802 .696  
公園 
隣接度_ (݆ܽ݀ீ)         .027 .190  
集積度_ (݅݊ݐீ)         -.140 .441  
近接度_ (݌ݎ݋ݔீ)         -4.613 2.984  
自己回帰パラメータ_従属変数 (ρ) .558 .065 *** .515 .059 *** .529 .060 *** 
自己回帰パラメータ_残差 (λ) .722 .073 *** .683 .070 *** .648 .080 *** 
疑似決定係数 .840    .849    .861    
空間疑似決定係数 .717    .758    .794    










ܣோ஽ሺ1 െ ߩሻ෍ ෍ ܽ௜ߜ௠݉݅ݔ௜௠௜|௜∈஽௠
 (5.7) 
















地区 A-1 と A-2 を比較すると，公共用途による集積度はほぼ同じであるが，A-1 の方が近接
度による正の影響が大きい．それは，多数の公共用途が地区内に均等配置されているためで
ある．すなわち，複数の施設の地区内で均等に置くことが公共用途から正の効果を高めるパ
ターンである．次に，B-1 と B-2 を比較すると集積度による影響は同じであるものの，B-2
の近接度による負の影響が小さいことが読み取れる．これは，商業用途の場合，塊を形成し
て配置することが良いことを意味している．但し，一定距離内には商業の塊があるような大




















図 5.7 B-2 地区（南小岩 6 丁目）の土地利用現況  
 
  
(a) 純化されている住宅地 (b)集積して塊を形成している商業用途 
図 5.8 C-1（西荻北２丁目）地区の土地利用現況  
 
表 5.8 住宅用途の地価を高める土地利用パターン 
混合度 影響関係 土地利用パターン 
公
共 
集積度 +  集積度と近接度を共に高めるため，複数の塊を均等に地区















































































混合度指標は，2.5 節で小ゾーン単位の 4 つの用途間の混合度指標に基づいた 12 因子得
点を用いる．Manaugh & Kreider (2013)は，混合度と交通手段分担率の関係を分析することに
おいて，年齢，収入，人口密度など交通行動に影響がある指標も加えており，本研究でも年
齢，就業者密度，建物密度も変数として含めた． 







表 5.9 混合度因子得点と手段分担率の関係（徒歩） 
変数 
モデル１：徒歩分担率 
B ベータ 有意確率 VIF 
(定数) .009  .903  
建物密度 .059*** .466 .000 2.728 
就業者数密度（人/km2） 6.230ൈ 10ି଺*** .185 .000 1.850 
平均年齢 .005*** .118 .005 1.197 
隣接性_第Ⅰ因子 工業混合 - - - - 
隣接性_第Ⅱ因子 商公混合・住宅排除 - - - - 
集積性_第Ⅰ因子 工業混合 .020*** .218 .006 4.234 
集積性_第Ⅱ因子 商公混合・住宅排除 - - - - 
集積性_第Ⅲ因子 住商混合 .009*** .100 .054 1.841 
近接性_第Ⅰ因子 工業から近接性 -.044*** -.495 .000 5.254 
近接性_第Ⅱ因子 住宅から近接性 - - - - 
近接性_第Ⅳ因子 商業から近接性 .022*** .247 .000 3.118 














表 5.10 混合度因子得点と手段分担率の関係（自動車） 
変数 
モデル２：自動車分担率 
B ベータ 有意確率 VIF 
(定数) .220***  .000  
建物密度 -.048*** -.486 .000 3.904 
就業者数密度（人/km2） -5.093ൈ 10ି଺*** -.190 .024 3.669 
平均年齢 - - - - 
隣接性_第Ⅰ因子 工業混合 .036*** .492 .000 7.845 
隣接性_第Ⅱ因子 商公混合・住宅排除 .038*** .526 .000 7.233 
集積性_第Ⅰ因子 工業混合 -.030*** -.424 .001 7.891 
集積性_第Ⅱ因子 商公混合・住宅排除 -.019*** -.267 .000 2.531 
集積性_第Ⅲ因子 住商混合 -.018*** -.249 .012 5.054 
近接性_第Ⅰ因子 工業から近接性 - - - - 
近接性_第Ⅱ因子 住宅から近接性 -.039*** -.559 .000 5.743 
近接性_第Ⅳ因子 商業から近接性 -.016*** -.222 .004 3.071 



























































































5 つに区分する．本論文では，その中で，構成割合の大きい R，C，I の 3 つの用途に着目し
て分析を行う． 
用途地域については，「東京都都市計画地理情報データ」の中の都市計画情報レイヤーの
2012 年 8 月時点の用途地域を基準として用いる（図 6.1）．ここでは，区部全体における面




用途地域全体の分析は 2012 年の用途地域を基準とする． 
 






表 6.1 は，2011 年度の土地利用における面積の用途別の構成比（用途別構成比）と，そ






















R C I P E  
第 1 種低層住居専用 
（1 低住専） 
2011 56.27 2.25 0.92 6.36 34.20 0.618 
変化 2.07 -0.11 -0.28 0.04 -1.71 -0.013 
第 2 種低層住居専用 
（2 低住専） 
2011 44.36 4.07 2.91 6.18 42.49 0.702 
変化 3.37 -0.33 -0.66 0.34 -2.72 -0.011 
第 1 種中高層住居専用 
（1 中住専） 
2011 43.61 4.04 1.86 14.32 36.17 0.753 
変化 1.92 -0.18 -0.46 -0.15 -1.12 -0.013 
第 2 種中高層住居専用 
（2 中住専） 
2011 29.78 11.55 1.97 21.14 35.56 0.860 
変化 0.84 -0.26 -0.36 0.28 -0.50 -0.006 
第 1 種住居 
（1 住） 
2011 40.17 6.28 2.80 11.40 39.35 0.780 
変化 1.72 -0.14 -0.78 0.22 -1.03 -0.012 
第 2 種住居 
（2 住) 
2011 25.87 22.68 1.98 16.81 32.67 0.888 
変化 3.91 -0.12 -0.90 -0.73 -2.17 -0.010 
準住居 
（準住） 
2011 37.01 23.62 6.15 2.63 30.59 0.832 
変化 3.00 0.93 -1.52 0.33 -2.73 -0.009 
近隣商業 
（近商） 
2011 35.12 27.01 4.06 3.79 30.00 0.830 
変化 2.81 -1.56 -1.05 0.30 -0.51 -0.011 
商業 
 
2011 16.28 34.51 3.49 7.36 38.37 0.832 
変化 2.40 -0.85 -0.38 0.12 -1.29 0.009 
準工業 
（準工） 
2011 24.04 8.43 16.06 7.41 44.06 0.869 
変化 2.81 0.39 -1.19 0.09 -2.10 0.010 
工業 
 
2011 18.61 6.79 22.75 11.11 40.74 0.896 
変化 4.29 1.55 -8.26 -0.22 2.64 0.020 
工業専用 
（工専） 
2011 0.35 5.92 36.53 14.72 42.47 0.746 
変化 -0.17 0.83 2.64 0.23 -3.53 0.011 
全体 
2011 36.83 9.95 5.90 9.52 37.79 0.843 
変化 2.24 -0.14 -0.76 0.06 -1.39 -0.008 
*2011 年度構成比は%，構成比の変化は%の差（ポイント）として表している． 







違いがあると考えられる．そこで，2001 年度の用途別構成比と，2001 年度と 2011 年度の用
途別構成比の比（構成比変化比）によって区分した用途地域別の地区数を分析する．集計単
位は第 5 回東京都市圏パーソントリップ調査の小ゾーン（264 ゾーン）を基本とし，各小ゾ
ーンを用途地域ポリゴン毎に分割したものを集計単位として定義する．同じ小ゾーン内の
同一用途地域ポリゴンであれば，空間的に不連続でも 1 つの地区とする． 但し，地区別に
分析する際，用途地域が変更された面積の割合が無視できないほど大きい地区もある．従っ
て，用途地域の変更面積が全体の 5%以上の地区は本節の分析から除外する． 
2001 年度の用途別構成比により，全体地区を等量で 3 区間（低・中・高）に区分する．
その際，ある用途の構成比が 0 である場合は除くこととする．次に，構成比変化比は，全て
の 6 つの用途地域と小ゾーンによって分割された地区を対象とし，1 より大きい区間を同量
で 3 分割した上位の 2/3 の地区（増加地区）と，1 より小さい区間を同量で 3 分割した下位
2/3 の地区（減少地区），そして残りの地区（変化なし地区）に区分し，2001 年度の用途別







1 低住専では，C の 2001 年度の構成比が大きく，2011 年度の構成比は減少した地区の数
が期待値より多い．例えば，目黒区でその地区が多く見られる．一方，C の構成比が小さい
かつ増加した地区が有意に多く，1 低住専で許容されている住商併用住宅の増加がその原因
















ほとんどの地区で R が増加しており，C の構成比の増加した地区が有意に多く，特に沿
岸部で多く分布している．一方，減少した地区の数は相対的に少ない．他の用途地域と同様




























































































































































































































































































































































































































































































































年度と 2011 年度の土地利用現況調査のデータを交差させることにより，2 時点の用途の変
化を判別する．次に，5 つの用途間の遷移面積を集計する．2001 年度と 2011 年度の間の用
途 m の n への遷移率（ݐݎ௞௟）を下記のように定義する． 
 
 ݐݎ௠௡ ൌ ܣ௠௡∑ ܣ௠௡௡ 	  (6.1) 
ここで，	 ܣ௠௡は 2001年度と 2011年度の間に用途が mから nに遷移した面積の総和である．
ݐݎ௠௡の結果を見ると，その他の用途を除くとݐݎூோが最も大きく，ݐݎ஼ோが次に続く（表 6.3）． 
C の構成比の減少率は 2%にもならないものの，2001 年度面積の 2 割弱が他の用途へ遷移




表 6.3  東京区部における土地利用遷移面積と遷移率 
2011(n)
































































 13.1% 17.7% 17.2% 8.4% 9.6%   








途地域別の遷移量を図 6.3 に示す． 

















ある地区における用途 k と l の間の土地利用混合度を隣接性（ܣ݆݀௞௟ொ），集積性（ܫ݊ݐ௞௟ொ），近
接性（ܲݎ݋ݔ௞௟ொ）の観点から定義しており，本章では，それぞれ隣接，集積，近接による混合
量（Quantity of mixture）と呼ぶ．混合量指標は，考慮する両方の用途の構成比の変化に影響
















































混合量と混合強度の双方から混合度の変化を分析する．2001 年度と 2011 年度の混合量と
混合強度の変化を見る際に，2 時点の比を用い，その値が 1 との大小で，用途 k からみた l
の混合量と混合強度の増減を判断する． 
混合強度は，ある単位面積のポリゴンにおける混合による住環境への影響の度合である．
一方，混合量は地区全体における影響の総和である．例えば，R と I 間のܲݎ݋ݔ௞௟ௌ が増加して
いるが，その増加による R への影響があまりなければ，ܲݎ݋ݔ௞௟ொの増加したものの地区全体
における影響はないと言える．一方，ܲݎ݋ݔ௞௟ௌ は増加することによる負の影響が大きいが，
ܲݎ݋ݔ௞௟ொは減少したものであれば，その負の影響が一部の R に限定されていると解釈できる． 
 用途地域・地区別の混合度の変化 
混合度変化については，R を中心として他の用途との混合度の変化について考察を行う．
図 6.4 は，東京区部全体及び用途地域別の混合度変化を表している．商業地域ではܣ݆݀ோ஼ொ は
増加し，ܣ݆݀ோ஼ௌ しており，他の用途地域では，ܣ݆݀ோ஼ொ とܣ݆݀ோ஼ௌ が共に減少しており，住宅と隣














定の結果であり，図 6.5 は地区別の混合度の変化の分布である．ܣ݆݀ோ஼ொ とܣ݆݀ோ஼ௌ は両方とも減
少しており，特にܫ݊ݐோ஼ௌ ，ܲ ݎ݋ݔோ஼ௌ の減少幅に比べてܣ݆݀ோ஼ௌ の減少幅が大きく，隣接関係におけ
る R と C の分離が進んだと言える．混合強度は減ったが，R が増えたためܫ݊ݐோ஼ொ とܲݎ݋ݔோ஼ொ の
増加が見られる． 
(1) 住居系用途地域 
1 低住専では，ܣ݆݀ோ஼ொ とܣ݆݀ோ஼ௌ ，ܫ݊ݐோ஼ொ とܫ݊ݐோ஼ௌ の両方が減少した地区が有意に多く，近接と





1 中住専・1 住では 1 低住専と同様に近接と集積による R と C の分離が進んだ．1 住での
C の減少率は約 2%である一方，ܫ݊ݐோ஼ௌ の減少率はその 2 倍以上であり，R 周辺での C の減少
が著しく，空間的な分離がより進んだと言える（図 6.6）．図 6.5 の地区（c）では商業用途
の面積が増加したものの，住宅用途と接していない規模の面積が大きい商業用途が増えた
ため，隣接度は減少したことが読み取れる．用途地域によって同じ用途だとしても許容され
る床面積が異なる．東京都の場合，1 低住専では，床面積 150m2 以下の店舗の建てられるた
め，地区（a）のように小規模の商業施が点的に増えることが他の用途地域に比べて多かっ








ܣ݆݀ோ஼ ܫ݊ݐோ஼ ܲݎ݋ݔோ஼ ܣ݆݀ோூ ܫ݊ݐோூ ܲݎ݋ݔோூ
S（混合強度）













3 つの住居系地域で共通的にܲݎ݋ݔோ஼ொ とܲݎ݋ݔோ஼ௌ が共に変化のない地区の数が有意に多い．C
が減少したものの，最寄の C までの距離の変化はあまりない． 
(2) 商業系用途地域 
共通的にܣ݆݀ோ஼ௌ とܫ݊ݐோ஼ௌ の変化はなく，ܣ݆݀ோ஼ொ とܫ݊ݐோ஼ொ は増加した地区が多く，R が C と分離
されず 2001 年度の混合関係を保ちながら増加したことが分かる． 
近商では，ܣ݆݀ோ஼ௌ は減少したが，ܣ݆݀ோ஼ொ の変化のない地区の数が有意に多く，C と隣接して
いた細長い R の減少や C と隣接していない R の増加による結果である．ܫ݊ݐோ஼ௌ は減少したも
のの，R の増加によりܫ݊ݐோ஼ொ には変化がなかった地区が多い．ܲݎ݋ݔோ஼ௌ がないまたは増加し，
ܲݎ݋ݔோ஼ொ が増加した地区が有意に多く．C が減少したものの，地区全般に分散して分布してい
るためである． 
商業地域では，ܣ݆݀ோ஼ௌ は減少したもののܣ݆݀ோ஼ொ は増加した地区が多く，C と隣接していない
R だけではなく，隣接している R も多く増加したことを意味する．ܫ݊ݐோ஼ௌ は減少したものの，




全体における C の増加にもかかわらずܣ݆݀ோ஼ௌ とܫ݊ݐோ஼ௌ が減少した地区が有意に多く，住商
が空間的に分離されたと解釈できる．そのため，沿岸部などでは C が集積して増加したた
め，ܫ݊ݐோ஼ௌ とܫ݊ݐோ஼ொ の両方が増加した地区も有意に多いことがわかる． 





表 6.4 住宅用途からみた商業用途の混合量と混合強度の変化比による用途地域別地区数とカイ二乗検定結果 
 
 Q S 
































































































































































































































































































































































































図 6.6 商業用途の構成比と混合強度（S）の変化 
 
 




















(1)  住居系用途地域 
2001 年に比べ，I の構成比が大きく減少したため，全体の傾向と同様に 3 つの指標から混
合量・強度が減少したことがわかる．1 中住専と 1 住ではܲݎ݋ݔோூொ とܲݎ݋ݔோூௌ の変化がない地区
の数も多い．I の中で一部の種類が許容されているためである． 
(2)  商業系用途地域 
住居系と同様に混合度が減少した地区が多く，住工分離が進んだことがわかる．近商で，
ܣ݆݀ோூௌ は減少し，ܣ݆݀ோூொの変化はない地区の数が相対的に多いことは，I と隣接していない R
の増加がその変化の原因である．ܲ ݎ݋ݔோூௌ は減少したものの，R の増加によってܲݎ݋ݔோூொ が増加
した地区が多い．  
商業地域では，近商と同様にܣ݆݀ோூௌ は減少し，ܣ݆݀ோூொの変化はない地区の数が相対的に多い．





図５における準工の I の構成比は約 7%減少したが，ܫ݊ݐோூௌ はその 3 倍近く減少しており，
R 周辺の減少がより著しく，住工分離が進んだと解釈できる． 
ܲݎ݋ݔோூௌ は減少したものの，ܲݎ݋ݔோூொ が増加した地区が有意に多い．R から I までの距離は増
えたが，I が住宅地内に残っており，ܲݎ݋ݔோூொ は増えたと解釈できる． 
準工における I の構成比が大きく減少したものの隣接と近接の観点からは住工分離が進






表 6.5 住宅用途からみた工業用途の混合量と混合強度の変化比による用途地域別地区数とカイ二乗検定結果 
 Q S 



































































































































































































































































































































































































図 6.9 工業構成比と混合強度（S）の変化 
 




商業系地域では，R と C が街区内に混在るように変化し，準工業用途地域では， R と C は



















表 6.6 東京区部における用途構成比と混合度の変化した土地利用の変化 
 
 構成比の変化 混合度の変化 
 R C I R - C R - I 
 低 中 高 低 中 高 低 中 高 ܣ݆݀ோ஼ொ  ܣ݆݀ோ஼ௌ  ܫ݊ݐோ஼ொ  ܫ݊ݐோ஼ௌ  ܲ ݎ݋ݔோொܲ ݎ݋ݔோௌܣ݆݀ோூொ  ܣ݆݀ோூௌ  ܫ݊ݐோூொ  ܫ݊ݐோூௌ  ܲݎ݋ݔோொܲ ݎ݋ݔோௌ
全体 ᇞ* ▽ ▽ ▽ ▽ ᇞ ▽ ᇞ ▽ ▽ ▽ ▽ ▽ ▽ ▽ 
1 低住専  
● ● 
▲**  ▼ ▼   
▼ ▼ ▼ 
▼ 
▲ ▲ ▼ ▼ ▼ ▼ ▼ ▼ 1 中住専 ●   ▼    ● ●   
1 住   ▲    ▼ ▼ 
  





商業  ▲ ▲   ●    ▲ ● ▲ ▼   
準工  ▲ ▲ ▲ ▲       ● ● ● ▲ ● 










の変化を分析する．方法としては，2001 年度と 2011 年度のそれぞれの混合度の地価への影
響を式(6.6)により計算し，その変化率を住宅用途と商業用途に分けて算出したのが表 6.7，





ここで，ܽ௜はポリゴン i の面積，ߜ௠は混合度指標 m の回帰係数，݉݅ݔ௜௠はポリゴン i におけ




























表 6.7 用途地域別の土地利用混合による住宅用途への影響（2011 年度）とその変化率  
 ߜ௠ 1 低住専 1 中住専 1 住 近商 商業 準工 

























































































































**2011 年度の混合度による地価への影響(ܲܯ௭௠ଶ଴ଵଵ)	 ൈ 100（自然対数, 円/m2） 




表 6.8 用途地域別の土地利用混合による商業用途への影響（2011 年度）とその変化率 
 ߜ௠ 1 低住専 1 中住専 1 住 近商 商業 準工 

































**2011 年度の混合度による地価への影響(ܲܯ௭௠ଶ଴ଵଵ)	 ൈ 100（自然対数, 円/m2） 












 構成比の変化から見ると，全体的に R（住宅）の増加と I（工業）の減少が著しく，C
（商業）は若干の減少傾向が見られた．用途地域別に見ると，住居系では全体の傾向
と一致している．1 低住専でも全体の C の構成比は減少したものの，C の構成比が小
さい地区での併用住宅中心の C の増加が著しく見られる．商業系では，R の増加が著





 3 つの混合度について，R を中心とした C と I の混合量と混合強度の変化を分析した．
R から見た C の混合度の変化から見ると，全体的に C の構成比の減少を主な原因と





増加によって 3 つの指標における混合量が増加したことが見られ，C と空間的に分離
されずに増えてきた．一方，準工では，R と C の両方の構成比が増加したものの，3
つの混合強度は減少した地区が多く，住商の空間的な分離が進行された． 
 R から見た I の混合度の変化から見ると，共通的に 3 つ指標による住工の混合強度が
減少した．準工が面的に広がっている地区では，I の周辺の R が増加したことにより，
隣接による混合量が減少していない地区，近接による混合量が増加した地区も多く存
在していることが示された． 
















































第 2 章：用途間の空間関係を考慮した混合度指標の開発 
土地利用混合状態を表すため，異なる空間関係を表す多様な指標が提案されてきたもの
の，実際の土地利用の定量化には一部の空間関係しか用いられなかったため，多様化された

























第 3 章：用途間の相互作用を考慮した土地利用配置モデル 
第 3 章では，混合度指標に対する様々な評価基準を満たせる土地利用パターンの特徴を































第 4 章：東京都区部における土地利用パターンの類型化 



























































第 6 章：東京区部の用途地域別の土地利用構成比・混合度の変化 
第 5 章の結果から，同・異土地利用間の混合の状態により土地利用パターンの価値が異な




 構成比の変化から見ると，全体的に R（住宅）の増加と I（工業）の減少が著しく，C
（商業）は若干減少の傾向が見られた．用途地域別に見ると，住居系では全体の傾向
と一致している．1 低住専でも全体の C の構成比は減少したものの，C の構成比が小
さい地区での併用住宅中心のＣの増加が著しく見られる．商業系では，R の増加が著





 3 つの混合度について，R を中心とした C と I の混合量と混合強度の変化を分析した．
R から見た C の混合度の変化から見ると，全体的に C の構成比の減少を主な原因と





増加によって 3 つの指標における混合量が増加したことが見られ，C と空間的に分離




 R から見た I の混合度の変化から見ると，共通的に 3 つ指標による住工の混合強度が
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